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併「猪木・手島法律事併「猪木・手島法律事併「猪木・手島法律事併「猪木・手島法律事

務所」に務所」に務所」に務所」に

■ はじめに■ はじめに■ はじめに■ はじめに

昨今の不況のあおりを受昨今の不況のあおりを受昨今の不況のあおりを受昨今の不況のあおりを受

け 「経営の健全化のためけ 「経営の健全化のためけ 「経営の健全化のためけ 「経営の健全化のため、、、、

に従業員の退職金を大幅にに従業員の退職金を大幅にに従業員の退職金を大幅にに従業員の退職金を大幅に

削減したい 」という企業削減したい 」という企業削減したい 」という企業削減したい 」という企業。。。。

も珍しくありません。も珍しくありません。も珍しくありません。も珍しくありません。

どのような点に注意してどのような点に注意してどのような点に注意してどのような点に注意して

この問題に取り組めばよいこの問題に取り組めばよいこの問題に取り組めばよいこの問題に取り組めばよい

か解説していきたいと思いか解説していきたいと思いか解説していきたいと思いか解説していきたいと思い

ます。ます。ます。ます。

■ 就業規則における労働■ 就業規則における労働■ 就業規則における労働■ 就業規則における労働

条件の不利益変更について条件の不利益変更について条件の不利益変更について条件の不利益変更について

の考え方の考え方の考え方の考え方

（１）労働契約法９条（１）労働契約法９条（１）労働契約法９条（１）労働契約法９条

この問題については、まこの問題については、まこの問題については、まこの問題については、ま

ず労働契約法９条を押さえず労働契約法９条を押さえず労働契約法９条を押さえず労働契約法９条を押さえ

る必要があります。る必要があります。る必要があります。る必要があります。

同条は、不利益変更によ同条は、不利益変更によ同条は、不利益変更によ同条は、不利益変更によ

って既得権を奪い、不利益って既得権を奪い、不利益って既得権を奪い、不利益って既得権を奪い、不利益

な労働条件を一方的に課すな労働条件を一方的に課すな労働条件を一方的に課すな労働条件を一方的に課す

ことは原則として許されなことは原則として許されなことは原則として許されなことは原則として許されな

いことを明らかにしていまいことを明らかにしていまいことを明らかにしていまいことを明らかにしていま

す。す。す。す。

（２）労働契約法１０条（２）労働契約法１０条（２）労働契約法１０条（２）労働契約法１０条

しかし、労働条件の集合しかし、労働条件の集合しかし、労働条件の集合しかし、労働条件の集合

的処理、特にその統一的・的処理、特にその統一的・的処理、特にその統一的・的処理、特にその統一的・

画一的決定を建前とする就画一的決定を建前とする就画一的決定を建前とする就画一的決定を建前とする就

業規則の性質からすれば、業規則の性質からすれば、業規則の性質からすれば、業規則の性質からすれば、

当該規則条項が合理的なも当該規則条項が合理的なも当該規則条項が合理的なも当該規則条項が合理的なも

のである限り、労働者はこのである限り、労働者はこのである限り、労働者はこのである限り、労働者はこ

れ に 拘 束 さ れ て よ い 筈 でれ に 拘 束 さ れ て よ い 筈 でれ に 拘 束 さ れ て よ い 筈 でれ に 拘 束 さ れ て よ い 筈 で

す。す。す。す。

労働契約法１０条では、労働契約法１０条では、労働契約法１０条では、労働契約法１０条では、

例外を次のように定めてい例外を次のように定めてい例外を次のように定めてい例外を次のように定めてい

ます。ます。ます。ます。

変更後の就業規則を労働変更後の就業規則を労働変更後の就業規則を労働変更後の就業規則を労働

者に周知させ、かつ、就業者に周知させ、かつ、就業者に周知させ、かつ、就業者に周知させ、かつ、就業

規則の変更が、規則の変更が、規則の変更が、規則の変更が、

① 労働者の受ける不利益① 労働者の受ける不利益① 労働者の受ける不利益① 労働者の受ける不利益

の程度の程度の程度の程度

② 労働条件の変更の必要② 労働条件の変更の必要② 労働条件の変更の必要② 労働条件の変更の必要

性性性性

③ 変更後の就業規則の内③ 変更後の就業規則の内③ 変更後の就業規則の内③ 変更後の就業規則の内

容の相当性容の相当性容の相当性容の相当性

④ 労働組合等との交渉の④ 労働組合等との交渉の④ 労働組合等との交渉の④ 労働組合等との交渉の

状況状況状況状況

⑤ その他就業規則の変更⑤ その他就業規則の変更⑤ その他就業規則の変更⑤ その他就業規則の変更

に係る事情に係る事情に係る事情に係る事情

に照らして合理的なものでに照らして合理的なものでに照らして合理的なものでに照らして合理的なもので

あるときは、労働契約の内あるときは、労働契約の内あるときは、労働契約の内あるときは、労働契約の内

容である労働条件は、当該容である労働条件は、当該容である労働条件は、当該容である労働条件は、当該

変更後の就業規則に定める変更後の就業規則に定める変更後の就業規則に定める変更後の就業規則に定める

ところによるものとする。ところによるものとする。ところによるものとする。ところによるものとする。

■ 合理性判断について■ 合理性判断について■ 合理性判断について■ 合理性判断について

上記の「合理的なもので上記の「合理的なもので上記の「合理的なもので上記の「合理的なもので

あるとき」か否かの判断はあるとき」か否かの判断はあるとき」か否かの判断はあるとき」か否かの判断は

一般論としては使用者側の一般論としては使用者側の一般論としては使用者側の一般論としては使用者側の

「変更の必要性」の大きさ「変更の必要性」の大きさ「変更の必要性」の大きさ「変更の必要性」の大きさ

と 労働者側にとっての 変と 労働者側にとっての 変と 労働者側にとっての 変と 労働者側にとっての 変、 「、 「、 「、 「

更の内容」の不利益性の質更の内容」の不利益性の質更の内容」の不利益性の質更の内容」の不利益性の質

・量との相関の中で判断さ・量との相関の中で判断さ・量との相関の中で判断さ・量との相関の中で判断さ

れると言えるでしょう。れると言えるでしょう。れると言えるでしょう。れると言えるでしょう。

しかし、この判断は時としかし、この判断は時としかし、この判断は時としかし、この判断は時と

して困難を伴います。例えして困難を伴います。例えして困難を伴います。例えして困難を伴います。例え

ば、使用者側にとって高度ば、使用者側にとって高度ば、使用者側にとって高度ば、使用者側にとって高度

の必要性がある一方、そのの必要性がある一方、そのの必要性がある一方、そのの必要性がある一方、その

変更の内容が労働者側にと変更の内容が労働者側にと変更の内容が労働者側にと変更の内容が労働者側にと

って極度に不利益な場合はって極度に不利益な場合はって極度に不利益な場合はって極度に不利益な場合は
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どのように判断するのかとどのように判断するのかとどのように判断するのかとどのように判断するのかと

いう場合です。いう場合です。いう場合です。いう場合です。

このような究極の判断にこのような究極の判断にこのような究極の判断にこのような究極の判断に

際して参考になるのが、日際して参考になるのが、日際して参考になるのが、日際して参考になるのが、日

刊工業新聞社事件です。刊工業新聞社事件です。刊工業新聞社事件です。刊工業新聞社事件です。

■ 日 刊 工 業 新 聞 社 事 件■ 日 刊 工 業 新 聞 社 事 件■ 日 刊 工 業 新 聞 社 事 件■ 日 刊 工 業 新 聞 社 事 件

（東京地裁 判決）（東京地裁 判決）（東京地裁 判決）（東京地裁 判決）H19.5.25

事案の詳細の紹介は省略事案の詳細の紹介は省略事案の詳細の紹介は省略事案の詳細の紹介は省略

しますが、労働契約法１０しますが、労働契約法１０しますが、労働契約法１０しますが、労働契約法１０

条に定められた各判断要素条に定められた各判断要素条に定められた各判断要素条に定められた各判断要素

について、この事件の判決について、この事件の判決について、この事件の判決について、この事件の判決

では次のように指摘されてでは次のように指摘されてでは次のように指摘されてでは次のように指摘されて

います。います。います。います。

① 労働者の受ける不利① 労働者の受ける不利① 労働者の受ける不利① 労働者の受ける不利

益の程度益の程度益の程度益の程度

退職金削減率５０％で労退職金削減率５０％で労退職金削減率５０％で労退職金削減率５０％で労

働者にとって不利益性は強働者にとって不利益性は強働者にとって不利益性は強働者にとって不利益性は強

いいいい

② 労働条件の変更の必② 労働条件の変更の必② 労働条件の変更の必② 労働条件の変更の必

要性要性要性要性

銀行の支援を得なければ銀行の支援を得なければ銀行の支援を得なければ銀行の支援を得なければ

倒産する、支援を得るため倒産する、支援を得るため倒産する、支援を得るため倒産する、支援を得るため

にも再建策（ 私的整理ににも再建策（ 私的整理ににも再建策（ 私的整理ににも再建策（ 私的整理に「「「「

関する ガイドライン」に関する ガイドライン」に関する ガイドライン」に関する ガイドライン」に

沿うように努めたもの）を沿うように努めたもの）を沿うように努めたもの）を沿うように努めたもの）を

策定する高度の必要性があ策定する高度の必要性があ策定する高度の必要性があ策定する高度の必要性があ

った。った。った。った。

③ 変更後の就業規則の内③ 変更後の就業規則の内③ 変更後の就業規則の内③ 変更後の就業規則の内

容の相当性容の相当性容の相当性容の相当性

会社を清算した場合の労会社を清算した場合の労会社を清算した場合の労会社を清算した場合の労

働者の退職金支給率は２５働者の退職金支給率は２５働者の退職金支給率は２５働者の退職金支給率は２５

％程度、これに比べれば退％程度、これに比べれば退％程度、これに比べれば退％程度、これに比べれば退

職金５０％の削減は不利益職金５０％の削減は不利益職金５０％の削減は不利益職金５０％の削減は不利益

とは言えない。とは言えない。とは言えない。とは言えない。

仮に激変緩和策として退仮に激変緩和策として退仮に激変緩和策として退仮に激変緩和策として退

職金支給率を段階的に引き職金支給率を段階的に引き職金支給率を段階的に引き職金支給率を段階的に引き

下げるとしても、その場合下げるとしても、その場合下げるとしても、その場合下げるとしても、その場合

に同程度の財務改善をもたに同程度の財務改善をもたに同程度の財務改善をもたに同程度の財務改善をもた

らすには最終的な引き下げらすには最終的な引き下げらすには最終的な引き下げらすには最終的な引き下げ

率は５０％より大きなもの率は５０％より大きなもの率は５０％より大きなもの率は５０％より大きなもの

とせざるを得ず逆に不公平とせざるを得ず逆に不公平とせざるを得ず逆に不公平とせざるを得ず逆に不公平

を招く。を招く。を招く。を招く。

④ 労働組合等との交渉の④ 労働組合等との交渉の④ 労働組合等との交渉の④ 労働組合等との交渉の

状況状況状況状況

過半数労働組合の代表の過半数労働組合の代表の過半数労働組合の代表の過半数労働組合の代表の

承認は得られなかったが、承認は得られなかったが、承認は得られなかったが、承認は得られなかったが、

その後組合内部の討議の結その後組合内部の討議の結その後組合内部の討議の結その後組合内部の討議の結

果同意せざるを得ないとの果同意せざるを得ないとの果同意せざるを得ないとの果同意せざるを得ないとの

結論を得ているので、多数結論を得ているので、多数結論を得ているので、多数結論を得ているので、多数

の従業員の理解を得た結果の従業員の理解を得た結果の従業員の理解を得た結果の従業員の理解を得た結果

になっている。になっている。になっている。になっている。

以 上 を 総 合 的 に 判 断 し以 上 を 総 合 的 に 判 断 し以 上 を 総 合 的 に 判 断 し以 上 を 総 合 的 に 判 断 し

て、退職金規程の改定を合て、退職金規程の改定を合て、退職金規程の改定を合て、退職金規程の改定を合

理性あるものとして認めま理性あるものとして認めま理性あるものとして認めま理性あるものとして認めま

した。した。した。した。

■ その他判例■ その他判例■ その他判例■ その他判例

その他参考になるべき判その他参考になるべき判その他参考になるべき判その他参考になるべき判

決例には以下のものがあり決例には以下のものがあり決例には以下のものがあり決例には以下のものがあり

ます。ます。ます。ます。

（１）中谷倉庫事件（大阪（１）中谷倉庫事件（大阪（１）中谷倉庫事件（大阪（１）中谷倉庫事件（大阪

地裁 判決）‥肯定地裁 判決）‥肯定地裁 判決）‥肯定地裁 判決）‥肯定H19.4.19

（２）名古屋国際芸術文化（２）名古屋国際芸術文化（２）名古屋国際芸術文化（２）名古屋国際芸術文化

交流財団事件（名古屋地裁交流財団事件（名古屋地裁交流財団事件（名古屋地裁交流財団事件（名古屋地裁

判決）‥否定判決）‥否定判決）‥否定判決）‥否定H16.4.23

（３）ドラール事件（札幌（３）ドラール事件（札幌（３）ドラール事件（札幌（３）ドラール事件（札幌

地裁 判決）‥否定地裁 判決）‥否定地裁 判決）‥否定地裁 判決）‥否定H14.2.15

（４）月島サマリア病院事（４）月島サマリア病院事（４）月島サマリア病院事（４）月島サマリア病院事

（ ）（ ）（ ）（ ）件 東京地裁 判決件 東京地裁 判決件 東京地裁 判決件 東京地裁 判決H13.7.17

‥否定‥否定‥否定‥否定

■ まとめ■ まとめ■ まとめ■ まとめ

以上の諸判例を参考に、以上の諸判例を参考に、以上の諸判例を参考に、以上の諸判例を参考に、

退職金を大幅カットする場退職金を大幅カットする場退職金を大幅カットする場退職金を大幅カットする場

合の注意点をまとめてみま合の注意点をまとめてみま合の注意点をまとめてみま合の注意点をまとめてみま

す。す。す。す。

（１）労働者の被る不利益（１）労働者の被る不利益（１）労働者の被る不利益（１）労働者の被る不利益

の程度の程度の程度の程度

・退職金の何パーセントの・退職金の何パーセントの・退職金の何パーセントの・退職金の何パーセントの

カットかカットかカットかカットか

・代替措置により不利益が・代替措置により不利益が・代替措置により不利益が・代替措置により不利益が

緩和されているか緩和されているか緩和されているか緩和されているか

・会社を清算した場合の退・会社を清算した場合の退・会社を清算した場合の退・会社を清算した場合の退

職金支給率と比較して改訂職金支給率と比較して改訂職金支給率と比較して改訂職金支給率と比較して改訂

後の退職金は労働者にとっ後の退職金は労働者にとっ後の退職金は労働者にとっ後の退職金は労働者にとっ

て有利かて有利かて有利かて有利か

（２）改訂の必要性（２）改訂の必要性（２）改訂の必要性（２）改訂の必要性

・経営状態の分析が適切か・経営状態の分析が適切か・経営状態の分析が適切か・経営状態の分析が適切か

（危機的な状況が具体的に（危機的な状況が具体的に（危機的な状況が具体的に（危機的な状況が具体的に

説明できるか）説明できるか）説明できるか）説明できるか）

・余剰不動産の売却、希望・余剰不動産の売却、希望・余剰不動産の売却、希望・余剰不動産の売却、希望

退職者の募集、役員報酬の退職者の募集、役員報酬の退職者の募集、役員報酬の退職者の募集、役員報酬の

減額など、経営改善策は網減額など、経営改善策は網減額など、経営改善策は網減額など、経営改善策は網

羅的に検討実施されている羅的に検討実施されている羅的に検討実施されている羅的に検討実施されている

かかかか

・経費に対する人件費の割・経費に対する人件費の割・経費に対する人件費の割・経費に対する人件費の割

合が極めて少ないと経費圧合が極めて少ないと経費圧合が極めて少ないと経費圧合が極めて少ないと経費圧

縮効果があまり望めないの縮効果があまり望めないの縮効果があまり望めないの縮効果があまり望めないの

に、退職金のみを大幅に圧に、退職金のみを大幅に圧に、退職金のみを大幅に圧に、退職金のみを大幅に圧

縮しようとしていないか縮しようとしていないか縮しようとしていないか縮しようとしていないか

（３）変更後の就業規則の（３）変更後の就業規則の（３）変更後の就業規則の（３）変更後の就業規則の

内容の合理性内容の合理性内容の合理性内容の合理性

・恣意的な要素はないか・恣意的な要素はないか・恣意的な要素はないか・恣意的な要素はないか

・労働者に著しい不平等を・労働者に著しい不平等を・労働者に著しい不平等を・労働者に著しい不平等を

もたらさないかもたらさないかもたらさないかもたらさないか

（４）労働組合等との交渉（４）労働組合等との交渉（４）労働組合等との交渉（４）労働組合等との交渉

の状況の状況の状況の状況

・労働者の過半数を組織す・労働者の過半数を組織す・労働者の過半数を組織す・労働者の過半数を組織す

る労働組合が事実上了承しる労働組合が事実上了承しる労働組合が事実上了承しる労働組合が事実上了承し

ているかているかているかているか

この問題は、弁護士、公この問題は、弁護士、公この問題は、弁護士、公この問題は、弁護士、公

認会計士などの協力を得な認会計士などの協力を得な認会計士などの協力を得な認会計士などの協力を得な

がら、慎重に進める必要ががら、慎重に進める必要ががら、慎重に進める必要ががら、慎重に進める必要が

あるように思います。あるように思います。あるように思います。あるように思います。

2010.4.30


